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物質フローの長期的革新戦略を社会の潮流に
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資源利用が引き起こす影響

2UNEP(2024) Global Resources Outlook 2024Bend the Trend – Pathways to a liveable planet as resource use spikes. International Resource Panel.

• 資源利用（耕作/抽出、加工）は、

世界のGHG排出量の55%以上(右図)を占

め、土地利用変化による排出量を考

慮するとGHG排出の60%以上(左図)を占

める。

• 資源利用は、世界の水ストレス、生

物多様性影響の95%以上を占める。

• 一方で、世界の労働力の50%以上を

占めるが、付加価値の創出は僅か

25%に留まる。



デカップリングの欠如：拡大を続ける資源利用と影響

3UNEP(2024) Global Resources Outlook 2024Bend the Trend – Pathways to a liveable planet as resource use spikes. International Resource Panel.

資源利用の拡大と地球環境の劣

化を背景に、2011年、UNEP国際

資源パネルは、ウェルビーイン

グと資源利用のデカップリング

の重要性を指摘。

• 2015年から2020年の間、地

球規模で経済活動と環境影

響のデカップリングは果た

されていない。

• 資源の利用の拡大に伴って、

気候変動、生物多様性喪失

等の影響の深刻化が進展。
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長期的展望を見据え、目標を定める



資源利用の展望：更なる増大が予想される資源の利用

5Watari T. et al. 2021, Major metals demand, supply, and environmental impacts to 2100: A critical review, Resources, Conservation and Recycling, 164, 105107

Summary of demand outlook for major metals through 2030, 2050, and 2100 at the global scale. 

気候変動緩和に向けたNet-Zero目標の達成

6*1 IPCC (2023) SPM. In Climate Change 2023: Synthesis Report, *2 Fawcett et al. (2015) Science, *3 Liu and Raftery (2021) Commun. Earth. Environ, *4 UNEP (2023) Emission Gap Report 2023

1.5度目標達成には、2050年ま

でにGHG排出をnet-zero 

(Carbon-neutral: CN)にする

必要性が強調*1

しかし、提出済みの各国の貢

献目標(NDC)を合計しても、2

度目標の達成すら困難である

ことが指摘*1-4

CN達成に向けた道筋の具体化

と取り組みの加速が必須 *2-4

図：実施済み政策と緩和戦略に整合する
世界のGHG排出の推移*1



気候目標と整合する物質利用許容量(物質バジェット)の算定：一人あたりストック量換算

7Watari T et al.(2021), Contraction and convergence of in-use metal stocks to meet climate goals, Global Environmental Change, 69, 102284,
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資源利用に関わる危機・脅威の同時解決・緩和にむけて



日本の2050年カーボンニュートラル（CN）化を先導する物質フロー目標の探索

9Hata S., Nansai K., Shigetomi Y., Kito M., Nakajima K (2025): Environ. Sci. Technol. 2025, 59, 6025−6036

図: 総物質投入削減目標による国内GHG排出の変化

結果

含意

総物質投入量の削減目標、物質利用効率化、素材生産の脱炭素化を組み合わせ、2050年CN社会に到達
する物質フロー構造を同定。

短期的に実現できる変化ではなく、
革新的な素材脱炭素技術に傾注する
か、脱物質化に軸足を置いた技術や
政策を優先するかを早急に選択すべ
き。

電力脱炭素化と年率4％の物質削減を
実施の場合(DA(T4%))、CN水準のGHG排
出量に到達可能。

到達には物質効率を4倍・資源循環性
を2倍に改善する必要がある。
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